
新潟市介護予防ケアマネジメント実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は，新潟市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱（以下「実施要

綱」という。）第４条１号ウに規定する介護予防ケアマネジメント（以下「介護予防ケ

アマネジメント」という。）の実施に関し，介護保険法（平成９年法律第１２３号。以

下「法」という。）及び介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号。）に定め

るもののほか，必要な事項を定めるものとする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱における用語の意義は，この要綱において定めるもののほか，実施要綱

の例による。 

 （事業の目的） 

第３条 介護予防ケアマネジメントは，第５条に規定する対象者の心身の状況，その置か

れている環境その他の状況に応じて，当該対象者の選択に基づき，実施要綱第４条第１

号ア，イ及び第２号に掲げる事業が包括的かつ効率的に提供されるよう専門的視点から

必要な援助を行い，もって当該対象者が地域における自立した日常生活を送れるよう支

援することを目的とする。 

（事業の実施） 

第４条 市長は，介護予防ケアマネジメントの実施を，法第１１５条の４６第３項に基づ

き地域包括支援センターを設置する者に委託することができる。 

２ 前項の規定により介護予防ケアマネジメントの実施の委託を受けた者（以下「介護予

防ケアマネジメント受託者」という。）は，自らが設置する地域包括支援センターにお

いて，介護予防ケアマネジメントを実施する。 

３ 介護予防ケアマネジメント受託者は，法第１１５条の４７第５項の規定に基づき，当

該委託を受けた介護予防ケアマネジメントの一部を法第４６条第１項に規定する指定居

宅介護支援事業者に再委託することができる。 

(事業の対象者) 

第５条 介護予防ケアマネジメントの利用の対象者は，実施要綱第１０条各号に規定する

者とする。 

 （利用手続き） 

第６条 居宅要支援被保険者等が介護予防ケアマネジメントを利用しようとする場合は，

新潟市介護保険法施行細則（平成１２年３月３１日規則第４４号。）第１５条に規定す

る様式（別記様式第１９号）に介護保険被保険者証を添付して，市長に届け出るものと

する。（届け出た者を以下「利用者」という。） 

２ 居宅要支援者被保険者が，介護保険法施行規則第９５条の２の規定により，指定介護

予防支援を受けることにつき市長に届け出ている場合には，前項の規定による届出があ

ったものとみなす。 

３ 第１項の届出は，居宅要支援被保険者等に代わって，当該居宅要支援被保険者等に対

して介護予防ケアマネジメントを実施する地域包括支援センターが行うことができる。 

 



４ 市長は，第１項の規定により，事業対象者からの届出があった場合は，受給者台帳に

登録し，介護保険被保険者証を発行する。 

（事業の内容） 

第７条 介護予防ケアマネジメント受託者は，利用者に適切なアセスメントを実施するこ

とにより，利用者の状況を踏まえた目標を設定し，利用者がそれを理解した上で目標の

達成に取り組んでいけるよう，具体的なサービスの利用等について検討し，必要に応じ

て介護予防サービス計画の作成，サービス担当者会議（第１号事業に関する知識を有す

る職員が介護予防サービス計画の原案に位置付けた第１号事業の担当者を招集して行う

会議をいう。）への出席及びモニタリング評価等を行うものとする。 

２ 介護予防ケアマネジメントの実施にあたり，利用者の状況や利用を希望するサービス

を踏まえて，次の各号に掲げる事業の類型に分けて事業を行うものとする。 

（１） 原則的な介護予防ケアマネジメント（以下「ケアマネジメントＡ」という。） 

 介護予防支援に相当するもの 

（２） 簡略化した介護予防ケアマネジメント（以下「ケアマネジメントＢ」とい

う。） 

 介護予防支援に係る基準を緩和した基準により行い，基本的に，サービス担当者会議

等を省略したもの 

（３） 初回のみの介護予防ケアマネジメント（以下「ケアマネジメントＣ」とい

う。） 

 介護予防支援に係る基準を緩和した基準により行い，基本的に，サービスの利用の開

始時又は地域の介護予防活動その他の活動への参加の開始時のみ行われるもの 

（委託料の支払） 

第８条 市長は，居宅要支援被保険者等が，介護予防ケアマネジメント受託者から介護予

防ケアマネジメントを受けたときは，当該介護予防ケアマネジメント受託者からの請求

に基づき，当該介護予防ケアマネジメント受託者に対し，介護予防ケアマネジメントの

実施に要する費用について，介護予防ケアマネジメントに係る委託料（以下「介護予防

ケアマネジメント委託料」という。）を支払うものとする。 

２ 介護予防ケアマネジメント委託料の額は，第７条各号に掲げる介護予防ケアマネジメ

ントの類型ごとに別表に定める単位数にそれぞれ１単位あたりの単価を乗じて得た額

（その額に１円未満の端数があるときは，これを切り捨てた額）とする。 

３ 前項の１単位あたりの単価は，厚生労働大臣が定める１単位の単価（平成２７年厚生

労働省告示第９３号。）の規定により，１０円に新潟市の地域区分における介護予防支

援の割合を乗じて得た額とする。 

（返還） 

第９条 市長は，この要綱の規定に違反した者又は偽りその他不正の手段により委託料の

支払を受けた者があるときは，支給した委託料の全部又は一部の返還を命ずることがで

きる。 

 (状況報告等) 



第１０条 市長は，必要と認めるときは，介護予防ケアマネジメント受託者に対し，事業

の実施状況について説明若しくは報告を求め，又はこれに関する帳簿その他の関係書類

を閲覧し，調査若しくは指導をすることができる。 

 

附 則 

この要綱は，平成２９年４月１日から施行する。ただし，この要綱の施行について必要

な準備行為は，要綱の施行日前においても行うことができる。 

附 則 
この要綱は，令和元年１０月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，令和３年４月１日から施行する。 

附 則 
この要綱は，令和６年４月１日から施行する。 
 
 
 

別表（第８条関係） 

介護予防ケアマネジメント委託料単位数表 

１ ケアマネジメントＡ委託料 

（１） 基本委託料（１月につき）            ４４２単位 

注１ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、高齢者虐待防止措置未実

施減算として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算

する。 

注２ 別に厚生労働大臣が定める基準を満たさない場合は、業務継続計画未策定減算

として、所定単位数の 100 分の１に相当する単位数を所定単位数から減算する。な

お、経過措置として、令和７年３月 31 日までの間、当該減算は適用しない。 

   

 

（２） 初回加算                    ３００単位 

注３ 地域包括支援センターにおいて，新規に介護予防サービス計画を作成する対象

者にケアマネジメントＡを行った場合については，初回加算として，１月につき

所定単位数を加算する。 

 

 

（３） 委託連携加算                  ３００単位 

注４ 介護予防ケアマネジメント受託者が利用者に提供する介護予防ケアマネジメン

トを法第４６条第１項に規定する指定居宅介護支援事業者に再委託する際，当該

利用者に係る必要な情報を当該指定に係る居宅介護支援事業を行う事業所（以下

「指定居宅介護支援事業所」という。）に提供し，指定居宅介護支援事業所におけ

る介護予防サービス計画の作成等に協力した場合は，当該委託を開始した日の属



する月に限り，利用者１人につき１回を限度として所定単位数を加算する。 

 

２ ケアマネジメントＢ委託料 

（１） 基本委託料（１月につき）           ２１５単位 

注１に同じ 

注２に同じ 

（２） 初回加算                   ３００単位 

注５ 地域包括支援センターにおいて，新規に介護予防サービス計画を作成する利用

者に対しケアマネジメントＢを行った場合については，初回加算として，１月に

つき所定単位数を加算する。 

（３） 委託連携加算                 ３００単位 

  注４に同じ 

 

３ ケアマネジメントＣ委託料 

（１）基本委託料（１月につき）            ３００単位 

注１に同じ 

注２に同じ 

 

 


